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アトピー性皮膚炎と居住環境の関連について

―医師の検診による調査とアンケートによる調査との比較―
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　青森県弘前市およびその近郊の小学校の児童1,725人に対し，日本皮膚科学会のアトピー性皮膚炎（以下

AD）の診断基準に従って医師が検診をし，居住環境およびアレルギー疾患に関するアンケート調査を行っ

た。さらに，ダニ抗原に対するスクラッチテストを523人に，パッチテストを240人に行ったところ，以下の

結果が得られた。

1.　医師の検診でADと診断された児童の頻度は12.9％であった。

2.　アンケート調査でADと回答した児童の頻度は12.8％で，医師の検診でADと診断された児童の頻度

と差はみられなかった。しかし，両群間で一致していた児童は約半数であった。

3.　ADの発症を促す居住環境要因として，検診でADと診断された児童では，カビや水漏れのあった住

居があげられ，アンケート調査でADと回答した児童は，築後0-20年の住居であり，両群間で異な

った。

4.　アレルギー検査の結果，築後0-20年の住宅に住んでいる児童は，パッチテストの陽性率が高かった。

　よって，以下のことが考えられた。

　ADの発症要因を調査したところ，調査方法により異なる結果が得られた。結果の信頼性を高めるために

は，医師による検診を行うことが望ましいと思われる。

　また，居住環境の調査およびアレルギー検査の結果から，ADの発症要因に，築後O-20年の住居および

カビや水漏れのあった住居があげられた。20年以前に比べ，住宅は気密化され，室内の湿度が上昇し，カビ

やダニの発生が促されており，アレルゲンであるダニが増加したことが，ADの発生に影響を与えていると

考えられた。
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